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令和７年度第４回北海道グローバル戦略の展開に関する有識者会議 議事録 

 

日 時 令和８年１月 30日（金）10：00〜11：40 

場 所 道別館 12 階 HIECC 特別会議室 

出席者 【有識者】 

内田 敏博（北海道木材産業協同組合連合会 副会長） 

大橋 俊忠（北海道経済連合会 理事・事務局長） 

相馬 巳貴子（独立行政法人日本貿易振興機構 北海道貿易情報センター所長） 

中川 岳春（独立行政法人 国際協力機構 北海道センター所長） 

長谷川 浩幸（公益社団法人 北海道国際交流・協力総合センター 副会長兼専務理事） 

柳原 由実子（公益社団法人 北海道観光機構 プロモーション部統括部長） 

平田 未季（北海道大学高等教育推進機構 准教授） 

    【北海道】 

     堀内国際企画担当局長、髙橋国際経済担当課長、山本外国人材担当課長、 

齊藤国際企画担当課長 

議 題 

 １．新たな北海道グローバル戦略（原案・事務局案）に係る意見聴取 

 ２．その他情報共有 

 

議 事 

【開会】 

（齊藤国際企画担当課長） 

 ただいまから「令和７年度 第４回 北海道グローバル戦略の展開に関する有識者会議」を開催させて

いただきたいと思います。 

本日の会議ですが、７名の皆様にご出席いただいております。 

開会にあたり、国際企画担当局長の堀内からご挨拶を申し上げます。 

 

（堀内国際企画担当局長） 

 おはようございます。国際局の堀内でございます。本日はご多忙のところ、またお足元の悪い中、本

有識者会議にご参加をいただき誠にありがとうございます。昨年 10月 29日の前回の会議で、皆様にご

議論いただいた、新たなグローバル戦略の素案につきましては、有識者の皆様のご意見を踏まえて、先

の道議会において、ご報告をさせていただいたところです。この場をお借りして、改めてお礼を申し上

げたいと思います。 

国内外の情勢が絶えず大きく変化している状況です。国内では先週、外国人との秩序が共生社会の土

台となる新たな視点が加わった総合的な対応策が公表されたほか、特定技能と育成就労の受入れ見込数

が 123万人と決定され、衆議院議員選挙においても、外交や外国人政策が国内における論点の１つとさ

れています。 

一方、海外に目を向けると、アメリカでは、トランプ政権の関税措置はもとより、国際機関からの脱

退や、中南米など各国の新たな動きが、世界中に影響及ぼす現状があると思います。また、２月 15日か
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ら旧正月となる中国が、日本への渡航自粛の要請や、デュアルユース品目の輸出管理強化を講じるなど、

国際情勢は一層不確実性を増している現状があると思います。足元では、今週、函館税関から「北海道

の貿易概況」が公表され、アメリカ、韓国、ベトナム、タイ向けの輸出額が対前年比で増加をしており、

輸出の多角化が進んでいる状況が読み取れると思います。国際航空路線につきましては、昨年 12 月に

新千歳＝シドニー線が就航いたしました。また、今月には、初の北米路線となるバンクーバーへの直行

便就航も発表されたところであり、本道を取り巻く状況も大きく変化しているところです。 

こうした国際情勢の変化を踏まえ、前回ご議論いただいた本戦略の素案につきまして、先月実施した

パブリックコメントなどにより整理を行った原案（事務局案）について、今回の会議では、この新たな

戦略のめざす姿に掲げている「地域と世界が調和しながら、ともに発展し、世界で輝く北海道」。この実

現に向けて、新たな戦略が道民の皆様からの一層の共感が得られるものとなるように、皆様から幅広い

見地から忌憚のないご意見をいただきたいと考えております。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

 

（齊藤国際企画担当課長） 

 それでは議事に入らせていただきたいと思います。本日は、新たなグローバル戦略の原案（事務局案）

につきまして、皆様から総括的なご意見を頂戴いただければと思います。事務局から資料１から資料４

について、まずご説明をさせていただきたいと思います。 

前回の有識者会議では、新たなグローバル戦略の素案（事務局案）をお示しし、皆様から資料１のと

おりご意見を頂戴したところです。その上で素案を整理し、昨年 11 月末の第４回定例道議会に報告を

して、その後、パブリックコメントを 12月 25日まで実施したところです。 

資料２につきましては、パブリックコメントの実施結果です。道では外国人の方々に向けて、戦略素

案の概要版を、英語、簡体字、繁体字、韓国語、ベトナム語、インドネシア語に翻訳し、多言語化した

ところです。また、パブリックコメントにつきましては、外国人の方にもわかりやすいように表現を工

夫し、子供向けパブリックコメントにも使用して実施をしたところです。全体の結果としては、32件の

ご意見をお寄せいただき、その意見を踏まえ、素案に文言を追加したり、今後の施策の参考としたりと

対応を整理しています。今回パブリックコメントで意見を受けて案を修正したものが２件、案と意見の

趣旨が同様と見られるものが７件、今後の施策の進め方等の参考にするものが 15 件、案に取り入れる

ことが難しいものが１件、案の内容についての質問等が３件頂戴したところです。 

その他、前回素案から生じた大きな環境変化を踏まえて、今回素案を更新させていただいたものを、

新たな戦略の原案（事務局案）として、資料４で提示させていただいています。 

資料４の原案（事務局案）の修正の主なポイントについてですが、主な更新の観点につきましては、

先ほどのパブリックコメントを含めて、大きく４点です。 

１点目は、再エネへの投資につきまして、昨年 11月 21日に道の知事名で発出した「地域との共生に

関する知事からのメッセージ」を反映しています。北海道発の共生三原則として、「関係法令の遵守」、

「法令違反への厳正な対処」、「地域との共生が大前提」という考えを提示し、地域との共生を大前提に、

環境と経済の好循環の実現に向けて、良質な投資を促進し、自然と調和し、地域とともに歩む事業を応

援していくことを記載しています。詳細につきましては、47ページに掲載して整理しています。 

２点目は、中国による日本への渡航自粛要請など一連の措置について、記載しています。11 月 14 日

に渡航自粛の呼びかけ、また、１月６日にデュアルユース品目の輸出管理強化の方針が中国政府から示

された動向について、また、これまで進めてきている輸出の多角化や多様な国・地域からの誘客につい
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て明確化するよう記載の追記をしています。 

中国は、重点国の１つとして整理をしていますが、現時点では先行きが見通せないため、現時点では、

中国との交流は情勢を見て対応していくとしています。なお、道が昨年 12 月に実施した影響調査の結

果につきまして、資料８として配付していますので、ご参照いただければと思います。 

３点目は、国の外国人政策についてです。先週末に新たに取りまとめられた「外国人の受入れ・秩序

ある共生のための総合的対応策」や、特定技能・育成就労の分野別運用方針などが新たに示されました

ので、昨年来からの国の動きなどについて記載をしています。主に 19 ページに総括的な部分を記載し

ています。その他の部分につきましては、それらを引用するような形で、整理しているところがありま

すので、ご確認をいただければと思います。道としては、国の施策について、今後の状況を注視し新た

な方向性を踏まえながら、これまで当会議でご議論いただいてきた、「外国人を引きつけ共生する地域

づくり」を進めていきたいと考えております。国の施策の概要につきましては、資料６、７を配布して

いますので、ご参照いただければと思います。 

４点目は、パブリックコメントの結果の反映ということで、先ほどご説明をさせていただいています。

主に反映した部分につきましては、37ページの役割のところの記載を追加していますので、ご確認いた

だければと思います。 

以上、素案からの主な変更点でございます。 

その他、現在同時に改定作業が進められている道の計画がありますので、そのような計画との連動を

整理しながら、適宜修正を加えています。 

資料１から４につきましてのご説明は以上です。 

続きまして、今回ご提示させていただいた原案（事務局案）につきまして、皆様からご意見を頂戴で

きればと思います。ご意見につきましては、本案の総括的な観点から、また、今後の推進に向けた留意

点などをお伺いできればと思っております。また、各業界における国際的な動きや国内の動きなどの情

報提供も含めて、幅広い観点からご発言を頂戴できればと思っています。 

それでは内田様からお願いしたいと思います。 

 

（内田氏） 

 最初に、最近のいろんなトピックがありましたので、それを話しておきたいと思います。 

 先般もお話しました、北海道のトドマツのアメリカ輸出のため、アメリカの強度基準を取らないとい

けない。その予算が今回の補正予算の中で認められたということで、今年度から、それに使うサンプル

を道内でしっかり確保して、相当の量を使うようなので。それによって基準が取れれば、アメリカの資

源事情によっては、日本からのトドマツの輸出が可能になるということで、準備を進めていきたいとい

うのが一つでございます。 

 それから、特定技能については、この２月に第３回目のインドネシアでの海外試験が行われるという

ことで、実は昨日、受験される 10名ぐらいのインドネシアの方と、道内の企業、既に採用を決めている

企業以外に６社参加して、面談会を開催しております。 

 19名、もうすでに令和８年度から日本で働くことが決まって、それが淡々と進んでいったことが、道

内の事業者にとっても、ハードルがあまり高くなかったというのが分かったのか、今回も新しい企業が

採用に向けて関心を示しているということで。 

 まだ道内 19 人でありますけども、これを 100 人ぐらいに、近々には増やしていきたいなと思ってい
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るのと合わせて、入国してきた方々に対するホスピタリティーを、きちんと果たしていきたいなと思っ

ているところでございます。 

 以上が最近の状況ですけども、原案について意見というか御質問も含めてお話していきたいと思いま

す。 

 我々、外国人労働者の関係が特に関心があるところなんですけれども、20ページの上の方に、道内で

2050年に 100万人ぐらい労働力が足りなくなることが見込まれておりますけども、一方で政府が示した

これからの導入の上限数値が合わせて 123万人ということになると、ここの数字のギャップがかなり大

きい。北海道で 100万人足りないのが、全国で 123万人というと、さっと見てなかなか理解が難しいな

ということになると思いますので、特に修文がどうということではないんですけれども、状況に応じて、

そういうものを国の方に訴えて、労働力の不足について逐次チェックをしながら物申していかなければ

いけないというのが、一つ御意見でございます。 

 それからもう一点でありますけれども、30ページで、何度か申し上げておりますけど、ここでリスク

マネジメントの強化、リスクをチャンスと捉えるということが書かれております。正に必要なことだと

思っているんですけれども、中身を見ていただくと、リスクというのは、あらかじめ羅列するのはなか

なか難しいんだと思うんですが、46ページにリスクを下げるための一つの方針として、食料安全保障の

確保というのが、その大きな事例として出されていると思っております。他の分野のリスクについては

特段の言及はされてないんですけども、実は木材産業の中で、既にいろんなリスクが発現しておりまし

て、ヨーロッパとかカナダからかなり丸太や製材品を輸入しておりますけども、この生産力とか、例え

ば山火事とか、虫害の発生とかによって生産ポテンシャルが低くなって価格が高騰する。合わせて、日

本のマーケットの住宅産業が非常に厳しくなってますので、輸入がネガティブになっていくので、思惑

どおり、需要に合わせてその辺の価格のものが入るかというと、なかなかここの読みが難しい状況が今、

生まれています。 

 それに加えて、為替の変動がここに来ると、安かったときは、国産材との競合が何とかなったんです

けども、また為替が上がると、価格差が出てくるとこの辺が微妙なところですね。こういうもののリス

クの発現が既にいろいろ起こっているということは、御報告させていただきたいと思います。 

 また、円安だと、ヨーロッパとかアメリカの針葉樹の輸入価格が上がりますので、国産材の競争力が

出てくるんですけれども、実はアメリカの広葉樹は北海道で相当輸入しております。円が安くなると、

もう今の段階で米材（べいざい）は輸入できないと。為替の問題が二つの局面に行ってしまう。旭川に

は大きな家具工場とか広葉樹の製材工場がありますけれども、今は米材は高くて買えない状況で、大変

困っている。 

 実は、旭川に北海道にないケヤキという材が旭川の工場で堂々と商品として売られていて、何でここ

にケヤキがあるんだと感じたんですけども、そこは苦肉の策ということになってるんだと思います。特

段、修文ということではないんですけども、農業に収れんしておりますが、農林漁業その他の中でもリ

スクがあって、それを十分ウォッチしていかないといけないということは、何かの形でノートしておい

ていただければいいと思っております。 

 その二点、よろしくお願いいたします。 

 私は以上です。 

 

（齊藤国際企画担当課長） 
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内田様、ありがとうございます。特定技能のインドネシアの方は、次も 10名ぐらいの方と面談されて

いるということですのでサポートしていければと思います。 

また、特定技能と合わせた育成就労の受入れ見込数が 123万人と決定されましたが、国が示した計算

式は、人手不足の数から生産性向上や、国内での人材確保の部分を差し引いた人数で、このような色々

な要素を計算式に入れて算出しています。国の有識者会議でも、委員から、受入れ見込数を超過してし

まった場合についての言及もありましたので、道としても国の動きを注視しながら状況を把握していき

たいと思います。 

リスクの部分については、今回、施策として食料安全保障を出しておりますが、ご意見のあった円安

のリスクは、幅広く産業や生活に影響してくると思いますので、整理について検討させていただきたい

と思います。どうもありがとうございました。 

続きまして大橋様、よろしくお願いいたします。 

 

（大橋氏） 

 大橋です。よろしくお願いいたします。御説明ありがとうございました。 

 衆議院の総選挙の関係で、道経連の方で、与党を応援しているものですから、いろんな演説を聞きに

行ったりする中で、外国人に対する各候補者の捉え方が、どちらかというと抑制的な部分をクローズア

ップした主張が多い。 

 そうすると、共生を考えた場合に、あまり抑制的な部分が強く前面に打ち出されると、共生という面

が阻害されてしまわないか懸念しているところです。 

 先ほど知事の言葉にもありましたけども、ルールで守るべきところはしっかり守っていただくとして

も、労働力というか地元に定着して働いていただくことを前提に考えた場合には、しっかりと地元に根

づいていただくことが重要です。 

 地域の方々と同じ地域に住んでいる住民ですよという観点から、しっかりと住みやすい環境を整備し

ないと、逆に定着もしないので。 

 そうした観点は、非常に今回、皆さんの御意見もあって反映はされてると思うんですけども、選挙が

終わった後に、実際、この政策の方向性がどのようになるかは、今のところ分からない状況かなと思っ

ています。 

 だから、いろいろ細かいところは置いておいて、全体の原案の、ここで話し合った共生の重要性とい

うところを損なわないように、しっかり選挙後も国の動きをウォッチしていただいて、もし改定する必

要があるのであれば、これは速やかに道内の実情を踏まえて改定するというスタンスで臨んでいただき

たいというのが全体に関する意見です。 

 それともう一点、44ページ、国の施策の関係で、地域未来戦略に関連して戦略産業クラスターという

話が出ていて、北海道の産業クラスターの中に半導体ですとか、GX、食と観光というのと、もう一つ宇

宙産業というのが、特出しされるような方向で進んでいます。 

 このことを踏まえたときに、ここに宇宙ということは私が意見して書き込んでいただいているんです

けれども、宇宙自体が特出しになってないので。まだ正式に国のクラスター構想が表に出てきていない

ので、出てきた段階で、特出しにするのかしないのかといった部分について、検討をされた方がいいの

かなと思いましたので、その点、申し上げておきたいと思います。 

 私は簡単ですけど、以上でございます。 



 6 / 16 

 

（齊藤国際企画担当課長） 

 ありがとうございます。本日の皆様のご意見、また、今後の国の動向を含めて、大きな動きがありま

したら整理をしたいと思います。 

国が１月 23日に決定した「外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策」につきましても、

管理の強化という点も視点としてありましたが、こうした点も注視しつつ、今回原案（事務局案）でお

示している外国人を引きつけ、共生する地域づくりを進めていきたいと考えています。 

また、地域未来戦略の関係ですけれども、今後、この件の他にも状況の変化が生じた事項については、

グローバル戦略に反映していくところも出てくるかと思いますので、原案（事務局案）でも記載してい

ますとおり、期間中も機動的な見直しを行っていきたいと考えています。 

大橋様、どうもありがとうございました。 

続きまして相馬様よろしくお願いいたします。 

 

（相馬氏） 

 JETROの相馬でございます。 

 このグローバル戦略について、私なりの理解ですけども、外から呼び込む、これは投資であった

り、人材であったり、観光、インバウンド。それから外へ攻めるということで、輸出であったり、中

小企業の海外展開、それらを支える人の流れとネットワークを築いていくというようなことなのかな

と理解してるんですけども。投資誘致ということでは、経済安全保障の観点からも、GX、AI、DXとい

ったようなデジタル関連ですとか、ラピダスを核とした先端半導体という分野での投資の呼び込みが

重要だと思っています。これを重点的に取り組んでいく必要があるかなと思っております。 

また、食料安全保障の観点では、北海道農業基盤をしっかり維持しながら、輸出を強化していかな

ければいけないと思っているんですけども、その輸出を考える中で、特定国に依存しない輸出先の多

角化、それから北海道の食品または産品もそうですけども、付加価値をつけていくことも考えていか

なければいけないことだと思います。 

後は、中小企業の海外展開を進めていく、どちらかというと北海道の企業さんって海外展開に関し

ては、腰が重いというか、良い意味で言うと慎重なのかもしれないんですけども、他の県に比べる

と、やっぱり動きが弱いかなと感じているところです。 

もう１つは、輸出とインバウンド消費の連動というのを、これだけたくさんインバウンドが来てく

れてるので、それを上手く連動させて、それが最終的に輸出に繋がっていく形がいいのかなと思って

います。 

投資のところなんですけども、先ほども御意見ありましたけども、ルールに基づいた開発とか規制

とか、監視の体制を強化していくってことはやっぱり大事かなと思います。 

あと、2024年の訪日外国人消費動向調査というのを見たんですけども、この中でインバウンドの消

費額に占める都道府県のシェアというのが出ています。東京が 37％、大阪が 16.7％、この２つで半分

以上占めているんですね。次に、京都が７％、福岡が５％、北海道は 4.6％という数字です。このシェ

アを北海道はもう少し伸ばしていけるんじゃないかなと思います。 

あと、外国人材の確保についてなんですけども、日本の人口、2050年には１億人を割って、9500万

人になるという予測が立てられています。北海道も人口減少とか特に生産年齢の縮小が止まらないわ



 7 / 16 

けですから、もう日本人だけで、この地域の産業基盤を維持できなくなっていると言っても過言では

ないというか、そういう状況になっていると思います。今後、北海道の経済成長ですとか、地域その

ものを維持していくためにも、この外国人材の受入れというのは、やっぱり必要不可欠だと思ってる

んですね。今極端な世論が気になっているところで、受け入れるか、排除するかの２択ではなく、い

かに地域と調和しながら、外国人の方に活躍してもらえるような仕組みをどうやって北海道の中で作

っていくかということを考えていく必要があるかなと思います。 

 

（齊藤国際企画担当課長） 

ありがとうございます。様々な観点からお話をいただきました。これまでのご議論も踏まえまし

て、原案（事務局案）に反映させていただいておりますが、特に、インバウンドの消費の部分につい

ては、本戦略と同時期に改定作業を行っています観光のくにづくり行動計画においても、高付加価値

化が打ち出されており、グローバル戦略も連携して取り組んでいきたいと考えています。 

 なお、総合計画の指標を掲載していますが、観光の計画で整理している消費額等についても追記し

ています。 

外国人材につきましては、ご指摘のとおり、受け入れるか、排除するかの２択ではなく、いかに地

域と調和しながら、外国人の方に活躍していただくために、原案（事務局案）の方向性に基づき取り

組んでいくことが重要だと考えています。 

今後、施策を進めていくにあたって、引き続き今後の有識者会議でも、ご意見いただければと思っ

てございます。 

 相馬様ありがとうございました。次に中川様、よろしくお願いいたします。 

 

（中川氏） 

 御説明ありがとうございました。 

 第１期グローバル戦略の取組やこれまでの会議の議論も踏まえて素晴らしい素案を作成いただいた

ことに感謝いたします。 

全体の方向性について異論ございませんが、いくつかコメントさせていただきます。５ページ目の「３ 

推進期間」に、「期間中も機動的に見直しを行います」と書かれていますが、ここに書いてしまうと、推

進期間自体の見直しを行うように見えてしまいます。今日も議論があったとおり、第二期グローバル戦

略の期間中に情勢は様々変わっていくので、グローバル戦略の内容自体の見直しを行うことだと思うの

で、そのように明記するかもしくは「３ 推進期間」ではないところに、「内容自体は適宜見直しを行い

ます」というふうに書かれると良いと思います。 

12ページ目ですけれども、前グローバル戦略の振り返りという形で、真ん中辺りに国際理解教育を行

っている公立高校の割合が、71％から 100％になりましたと、これ非常に素晴らしいことだと思います。 

 私が確認した限りですけども、第二期グローバル戦略の案には、国際理解教育という文言が消えてし

まっています。国際理解教育については、JICA 札幌も、例えば昨年度 2024 年度でいうと、協力隊の経

験者などを学校等に派遣して、5000名以上の学生や児童に国際理解教育を展開してきたところです。多

文化共生を推進するにあたって、教育機関における子供たちへの国際理解教育は極めて重要だと思いま

すし、現時点で、その重要性を理解して取り組んでいただいてると思いますので、引き続き実施すると

ともに、このグローバル戦略にも記載をした方がいいのかなと思います。JICAも北海道国際理解教育研
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究協議会に議論や授業研究のスペースをお貸しして、教員の皆様が国際理解教育に熱心に取り組まれて

いる様子も拝見しております。ぜひ、国際理解教育についても第二期グローバル戦略に言及していただ

くのがいいかなと思います。 

37 ページに多文化共生の必要性と理解促進についての記載がありますし、58 ページには、国際理解

の醸成の施策の方向性とかありますけど、その 37ページや 58ページに国際理解教育の実施についても

記載いただくのがいいのではないかなと思います。 

また、これまでの議論も踏まえてこの第二期の戦略でも各所に JICA との連携の必要性を記載いただ

き感謝いたします。 

 北海道の課題解決の貢献のために引き続き JICA も貢献していきたいと思いますが、JICA は札幌と帯

広にセンターを有している以外に、国際協力推進員という海外経験を有するスタッフを JICA デスクと

称し、道内５か所に配置をしております。今日の会議で何度か言及がありました、「外国人の受入れ・秩

序ある共生のための総合的対応策」でも、JICA国内機関だけではなくて国際協力推進員も活躍してもら

っていることも記載いただいております。 

 国際協力推進員についても現時点でも北海道や関係機関と連携して、様々な活動を展開していますの

で、第二期グローバル戦略に書いていただけると、より意識して、より活用していただけるのかなと思

うので、58ページ目あたりに記載頂きたいと思います。どういう記載にするか、事務的に相談をさせて

もらったらいいかなと思います。 

以上が事前に発言しようと思っていたことですけども、先ほどの相馬さんのインバウンドをまた投資

とか輸出とかにつなげていこうというコメントを、JICAもそういう意識を持たなければいけないなと思

って聞いていました。JICAは様々な分野の研修をやっているのですが、今週は、途上国の観光関係者を

呼んで、二、三週間、北海道各地を回って北海道の観光振興策の取組などを紹介しています。各国の観

光事務局の方も多く研修に参加されているので、今日柳原さんがいらっしゃってますけども、本当は北

海道観光機構さんなどと連携をして北海道のプロモーションとか、そういうことにもこの海外の人たち

も使ってもらうとか、本当はそういう取組を発想しなければいけないんだなと、先ほどの話を聞いて思

ったところです。国際課にはいろんな情報が入ってくると思いますが、先ほど相馬さんがおっしゃって

いましたけれども、中小企業の海外展開支援については、経済産業局さんとかがリードしていただいて、

JETROさん、中小機構さん、JICAなどが、定期的に打ち合わせをして、メルマガとかでこういう情報が

ありますよって、企業さんにインプットしたりしているので、国際関係に関しては非常に限られた人員

でやられてると思うんですけど、まだまだ北海道のグローバル化に改善できる取組があると思います。

第二期グローバル戦略にこう書いてくださいまで具体的なアイディアが現時点であるわけではないで

すけども。これからどんどん課題が多くなり、国際課の役割も重要になってくると思うので、国際課だ

けが頑張るのではなくて、本日参加している各組織が自分達の所掌にかかわらず、せっかく集まってい

るのでお互いこうやってくださいよとか横のセクターに言っても良いのだと思います。 

 

（齊藤国際企画担当課長） 

ありがとうございます。 

ご指摘の修文につきまして、検討させていただきます。 

国際協力推進員の皆様は振興局と連携をさせていただいて、地域で多文化共生の会議などの中心とし

て活躍いただいておりますので、記載について検討させていただければと思います。 
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またお話いただきました研修員の方は、帰国後、現地の中心として活躍されると思いますので、北海

道の PRという観点からも連携しながら取り組んでいきたいと思います。 

どうもありがとうございました。続きまして、長谷川様、よろしくお願いいたします。 

 

（長谷川氏） 

HIECCの長谷川です。 

 まずは、この戦略が原案・事務局案までこぎつけられたということで、大変お疲れ様です。意見は特

になく、HIECC の今のスタンスと考え方をお伝えできればと思っています。外国人政策について、先ほ

ど事務局から説明がありましたとおり、先週の金曜日に国からも示され、様々なプログラムの創設など

も盛り込まれ、今度の総選挙においても、争点の１つとして取り上げられて注目されているところです。

言わずもがなですが、北海道としても今後の多文化共生社会の実現がますます重要になってくると思わ

れます。HIECCとしても、HIECCには外国人相談センターがありますが、この戦略を踏まえて様々なとこ

ろと連携して、相談対応、日本語教育など、引き続き多文化共生の取組を進めていきたいと思っており

ますのでよろしくお願いします。 

また、HIECCとしても、原案の 57ページにも記載されてあるとおり、グローバル人材の育成にも力を

入れているところです。具体的には、毎年高校生を海外に派遣して、現地で活躍されている方のお話や、

国際協力の体験を通じて、国際的な視点を持って地域で活躍できる人材の育成を行っているところです。

今年は１月５日から４日間と短かったのですが、道内の高校生８名をカンボジアに派遣しました。ちょ

うどタイとカンボジアの国境で今いざこざがあって、レベル２だったので、アンコールワットとかも見

せたかったのですが、あえて行かず、プノンペンなど下の方だけに留めて４日間で終わらせました。４

日間だけでも、現地の JICA の事務所にも訪問させていただいて貴重なお話を伺うことができたと聞い

ておりますので、今後、更に進めさせていただければと思っております。 

64ページに「重点国」という言葉がありますが、HIECCとしては最近労働者が増えており、中国を抜

いてベトナムに続いて２位となったインドネシアに注目しています。昨年の 11 月には、インドネシア

で開催された、日本学生支援機構主催の日本留学フェアで、北海道の大学のプロモーションブースを出

展しましたが、予想外に来場者が多く好評で、２日間で 6500人の来場者があったと聞いております。 

最後にこの戦略ですが、95ページに情報発信と記載されておりますが、今後も積極的に道民の皆さん

に周知できれば良いと思っているところです。例えば、あまりお金をかけないで、リーフレットや、ワ

ンペーパーのカラーの概要版を作って様々な機会を利用して説明するなど、そのような機会もあればい

いと思っています。 

HIECC も、いろんな講演会やセミナーをやっているので、それを利用して、一般の方に配るだとか、

説明するということもあると思っていますので、引き続き協力していきたいと考えております。 

最後に実務的な話なのですが、戦略は計画の１種類だと思いますが、私が現役の職員の時は、裏表紙

に知事の写真があって、知事メッセージがあるパターンがあったのですが、最近やっているのですか。

「こうしろ」というわけではなく、５年後のローリングの時でもいいのですけど、知事の写真があった

方が、計画・戦略のステータスが上がるのではないかと思っております。 

最後に、齊藤課長から、「この戦略が他の部の計画との連動」という言葉をお使いになっていましたけ

ど、96 ページに関連する主な計画がたくさんあるのですが、再掲も 10 個もあり、ただ羅列しているよ

うにしか見えないので、「こうしろ」「ああしろ」ということではないが、「連動」ということであれば、
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連動の見える化みたいなものを事務局で頭の体操をして、「この戦略に載せろ」という意味ではないで

すが、頭の体操をしていただければ、より対外的にも説明できる場面があると思っています。おせっか

いなことですが、以上です。 

 

（齊藤国際企画担当課長） 

 ありがとうございました。 

ご指摘いただきました記載について、検討させていただければと思います。 

また、様々な機関との連携については、外国人相談センターの情報発信など日頃から連携させていた

だいていますが、さらに深化させていくことも重要だと思いますので、引き続きご相談させていただき

たいと思います。 

続きまして柳原様、よろしくお願いいたします。 

 

（柳原氏） 

 北海道観光機構の柳原です。私からはまず業界において最近注目している国際的、国内の動きにつ

いてお話をさせていただきたいと思います。 

 まず最初に、中国による日本への渡航自粛要請の影響が挙げられます。資料８に調査結果がござい

ますが、「少し影響がある」が 32％、「かなり影響がある」が 10％で、合わせて 42％の事業者が何らか

の影響を感じている状況です。 

 関係事業者からのヒアリングを通じても、大きな打撃を受けているという声はそれほど多くはな

く、北海道の冬季は、元々インバウンド需要が高い時期であることから、他国市場からの観光客で一

定程度補えると考えている事業者が多いのではないかと受け止めています。 

 当機構の事業においても、12月上旬に予定していた広州・成都・西安での現地プロモーションは一

旦延期とした後、最終的に中止といたしました。その代替として、国内外向けの SNSによる情報発信

を強化し、配信頻度の増加などに取り組んでおります。 

 また、海外向けの即効性ある施策として、訪日者数が多い韓国市場に着目し、２月上旬にインフル

エンサー２名を招聘し、清州＝帯広路線（帯広空港初の国際定期便）を活用した道東方面の FAMツア

ーを実施する予定です。 

 今後の新規市場として、インド及び中東に注目しております。 

 まずインドについては、北海道をロケ地とした映画が最終的に本年５月に公開されることが決定し

ており、これを契機に北海道の認知度向上が期待されます。また、インドの主要な旅行シーズンは４

月〜６月の夏季休暇期間、及びヒンドゥー教の新年にあたる 10月〜11月であり、いずれも北海道の閑

散期と重なることから、閑散期対策としても非常に有望な市場と捉えております。 

 さらに、インドの海外旅行市場は約 3,000万人規模とされ、世界でもトップ 10に入る大規模市場で

あることから、今後積極的に開拓すべき重要なターゲットとして位置づけております。 

 中東におきましては、現在、空前の日本ブームが続いており、年間２〜３回の海外旅行を行う富裕

層が多く、１人あたりの旅行消費額は約 160万円と、非常に高い水準にあります。自然、食、文化、

歴史への関心も高く、「最後のブルーオーシャン市場」とも言われております。 

 こうした背景を踏まえ、日本のゴールデンルートに北海道を組み合わせた旅程を積極的にプロモー

ションすることで、北海道が他地域に先駆けて中東市場を開拓していくことが重要であると考えてお
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ります。 

 また、もう一つ注目しているのが、先ほど事務局からもご紹介のあった、新千歳空港＝バンクーバ

ー路線の開設です。北海道の国際観光にとって大きな前進であり、特にバンクーバーはスキー文化が

根強く、ウィスラーをはじめとする北米有数のスキーリゾートを有する地域です。スキーヤー層の海

外旅行意欲も高く、今回の直行便の就航により、これまで以上にアクセスが向上し、北米からのスキ

ーヤーを含む観光客誘致に大きな効果が期待されます。冬季のインバウンド需要拡大に加え、北海道

の国際的なスノーリゾートとしてのブランド強化にも寄与する重要な動きと受け止めております。な

お、この路線の維持には観光客の利用だけでなく、経済交流の観点からも、道内企業の皆様に積極的

にご活用いただけるよう、働きかけてまいりたいと考えております。 

 このように、北海道が観光地として世界的に認知され、「魅力ある観光地で、ぜひ働きたい」と考え

る外国人の方々が北海道に来て働いてくださることは、外国人を惹きつけ、共に暮らす地域づくりへ

とつながる重要な展開であると考えております。 

 最後に記載内容について、いくつか確認と要望がございます。 

 まず、62ページ第４章「展開方向」の東アジアの重点分野において、韓国・台湾・中国の記載はあ

りますが、「香港」が抜けているように見受けられました。61ページ上部や食の輸出に関する記載では

中国・香港・台湾が挙げられており、整合性の観点からもご確認をお願いいたします。 

 次に、65ページの南アジアに関する記載では、インドの項目に外国人材の確保や北海道の認知度向

上が含まれていますが、新規インバウンド市場としての位置づけも加えていただければと思います。 

 また、70ページの中東に関する記載については、経済交流に加え、インバウンド誘致の可能性にも

触れていただけると幸いです。 

 74ページ以降の地域事例の整理については、展開方向ごとに見やすく構成されており、大変分かり

やすい内容になっていると感じました。 

 最後に、91～92ページの「戦略の推進」に関しては、国・自治体・企業・関係機関との連携を強化

しつつ、庁内の連携会議や戦略プロジェクトチームを中心に PDCAを徹底し、５年間にわたり数値指標

に基づいた効果検証を行いながら施策を展開していただくよう、お願い申し上げます。 

 私からは以上となります。 

 

（齊藤国際企画担当課長） 

ありがとうございました。 

中国の影響につきましては、道では、12月に調査を実施しており、結果については資料として配布

させていただいていますが、２月 15日から春節の期間に入りますので、引き続き、影響の把握に努め

ていきたいと思います。 

新たな市場ということでインド・中東のお話いただきました。特にインドは、世界最大の 14億人の

人口であり、昨年の日印首脳会談では、人材交流の拡大について共同声明も出されています。道とし

てもインドについては、人材の確保など大変注目していますので、今後も連携して取組を進めていけ

ればと思います。 

新千歳とバンクーバーの路線は、初の北米路線ということで、期待が大きいと思います。先月に

は、シドニー線も就航されたということで多様化が進んでいますので、今後の需要の創出も大事にな

ると思います。 
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ご指摘の記載の修正については、検討させていただきます。 

戦略の推進については、PDCAサイクルをまわしていくにあたり、有識者会議でも、実際の取組や数

値の動きを踏まえてご議論ご意見をいただきたいと思います。 

どうもありがとうございました。それでは平田様よろしくお願いいたします。 

 

（平田氏） 

まず様々な意見が出る中、また、刻一刻と変わる情勢の中、このように原案を取りまとめられた労

力に敬意を表したいと思います。ありがとうございます。 

では、この原案につきまして大きく２点、私が関わる共生の観点から御意見申し上げたいと思いま

す。 

まず、繰り返しやっぱり外国人材の受入れという点が非常に大きな焦点としてあって、その中で引

きつける地域づくりであったり、選ばれる地域であるということが、繰り返し謳われているんですけ

れども、例えば観光客に向けて北海道のブランドを PRする、北海道の自然を含めてということは、す

ごく理解できるし、例えば留学生もかなり北海道ブランドで、例えば私が所属している北海道大学を

選ぶということはあるんですけれども、それでは、生活し働く人に向けた北海道の魅力の発信ってい

うのが具体的に何なんだろうということが、ちょっとまだうまく見えてこないなというところがあり

ます。 

特に、ページを忘れてしまったんですけれども、どこかで「賃金比較だけで得ることのできない北

海道の魅力」という文言があってそういったものを PRすべきだという話だったんですけど、それがい

ったいどのようなものになっていくのか。例えば、もしかしたらその１つとして共生する地域づく

り、今回新しく加わったところが非常に大きな役割を果たしているのかなと思います。 

具体的に言えば、地域の日本語教育の実施、日本学習支援の実施であったり、地域の住民間の交流

であったりを通して地域に愛着を持っていくというようなことが。 

 ただ、１月 23日に発表された対応策においても、日本語教育ということが、学習者の権利という

よりはかなり義務に近い形で提示される傾向があるのかなと思っています。 

対応策の中で、日本語教育というのは、国民の安全・安心というような大項目の下に置かれていた

と思いまして、支援というよりはむしろ、ものすごく防衛的な観点で日本語教育が捉えられるように

なっていっているのかなという気がします。こちらの原案を見ると観光客や留学生ということはとも

かくといたしまして、働き生活する人達に関する記述を見ると、やはり義務的な記述が、でもこれは

今までのやりとりの中で、かなり受け入れやすい形になってきたとは思うんですけど、地域のルール

尊重であったり地域の構成員であるという意識であったり、外国人による日本の法令遵守であった

り、義務的なことが並んでいまして、これが働き暮らす人にとって北海道の魅力というときに、どう

もその義務的なことが目立つけれども、どういったことが北海道、他の地域にはない魅力として働く

人に提示できるのかなということを今後考えていければいいなと思います。 

その魅力の１つが地域での日本語教育になればいいなとはすごく思うんですけど、ここからは少し

原案とは離れての御提案にはなるんですが、地域の日本語教育は共生の非常に大きな基盤であると思

いますし、日本は日本語社会なので、外国人の方々が十全に社会で自己実現をしていくために日本語

は必ず習得しなければいけないという側面があるんですけれども、地域の日本語教育というのは、イ

メージが余りにも更新されていないのではないかという気がします。 
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例えば、東京とか神奈川であるような集住地域で確立されたスキームである公的機関の一室に集ま

って教育を行う、又は、学校のように必ず来る留学生に向けて教室に集まって教育を行うというよう

なものが、散在地域で広域自治体である北海道でも再生産されている。 

 でなければ、教室をそのままオンライン上に映してテレビ会議システム、例えば ZOOMを使って教室

をそのままオンライン上に映すというようなやり方。 

ただ、この日本語教育がターゲットにする人たちというのは、どう考えても 20代がボリュームゾー

ンであって、持っているデバイスも留学生とは異なって PC、タブレットではなくて、スマートフォン

になる。そのターゲットを考えると、余りにもその教育のイメージが更新されていないのではないか

なという印象を持ちます。 

文部科学省、かつては文化庁が定期的に調査している日本語学習に関するデータを見ると、今、日

本にいる在留外国人で日本語を勉強している人の割合は 10％を超えたことがないんですが、一方で法

務省の出入国管理庁の調査、こちらは機関ではなくて個人を対象にしている調査で 30％を超えるんで

すよね、この差は、おそらく機関に属さないで自主学習している人の割合がすごく高いということ。 

私が現在行っている調査では、自主学習している人が使っているツールというのは各種スマートフ

ォンに入るようなアプリケーションであったり、SNSであったり、生成 AIであったり、SNSであって

もショート動画であったり、ライブ配信であったりするそういったことを、もう少し教育に取り入れ

ていった方がいいのではないかなっていう。 

例えば、観光面では、39ページ、DXの推進ということが謳われていますし、道内の学生と海外との

交流でも 58ページで ICTの活用ということが謳われているんですけど、なぜか、地域の日本語教育に

関しては地域の人が手弁当でボランティアをやるというイメージから、なかなか動かないなという印

象があって、もう少しその地域の日本語教育、特にこの散在地域であり、広域自治体である北海道な

らではの、働く人、住む人に向けた魅力をアピールするための日本語教育というところで、もう少し

その地域日本語教育の事業を担う人材に ITリテラシーがある方を入れていった方がいいんじゃないか

なと。対象が特に若い世代であるということ、持っているデバイスが何か、いろんなことをもう少し

意識して、集住地域や学校機関で確立されたやり方からもう少し抜け出した方がいいんじゃないかな

という気がしています。それが、生活、働く人への北海道の魅力の PRに繋がればいいなと思うところ

がまず１つです。 

もう１つは、エビデンスに基づいて今後このグローバル戦略を定期的に見直していけたらいいなと

すごく思っていまして、特に多文化共生に関する施策っていうのはどうしてもエビデンスベースにな

らないということが、研究者において多く指摘されているんですけれども、その点は前回の会議で理

由なども説明したので割愛するんですけど、今回のグローバル戦略の中では、北海道総合計画の関連

指標であったりモニタリング数値というものも挙げられているので、この点にぜひ期待したいなと思

うところです。 

ただ、この数値、ぜひ各分野の専門家の方々と協力しながら、精度の高いものになっていったらい

いなと思いまして、例えば、私が関わる部分でモニタリング数値の中で、日本語教室の設置など外国

人住民への取組状況をモニタリングしていくということが挙げられてるんですけど、ここも、すごく

細かく見ることができる。 

例えば、開催頻度、私は江別市で女性のための日本語教室を担当してるんですけど、最初は自分も

本業があるので、月に２回、隔週で教室を行いたいと学習者の女性の方に言ったところ、月２回でう
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まくなりますかと言われて、絶対うまくはならないですと答えざるをえなかったんですけど、自分の

仕事上、これ以上回数は増やせないので。 

 北海道の地域日本語教室を見たときに最も多い開催頻度は月２回だと思うんですね。日本語教室の

数が増えているというデータを示せば、この戦略はこのまま進めていいということになるのかもしれ

ないけれども、実際はその月２回であるとなったときにそれは本当に語学の習得に寄与するものであ

るのかとか、又は、教室の参加者数などですね、もう少し数値を見ていくと具体的に施策を見直すと

きの参考になると思うので、成果だけではなくて課題も見えるデータを、専門分野の方々と一緒にモ

ニタリングしていって欲しいなと思います。 

最後にこのデータに関しては、先ほど、大橋理事がどうしても最近の取組では抑制的なトーンが強

いというお話をされていたんですけど、その背景にはもちろんその社会情勢や政治の状況もあるんで

すが、一人一人の市民の、地域が変わっていくことへの不安感とか、もしかしたら不公平感というも

のもあるのかもしれません。 

ただそれが必ずしも常に、正しい情報に基づいた感覚なのかどうか分からないので、このデータが

市民のその不安感や不公平感に寄り添うような抑制的な戦略になるだけではなくて、データを用いて

そこの不安感、不公平感がむしろ解消されるような丁寧な説明をしていくというか、実際はこうなん

だというようなデータを上げてもいいのではないかなという気もしています。以上です。 

 

（齊藤国際企画担当課長） 

ありがとうございました。 

今、様々ご意見いただきまして、特に、日本語教育の方法が更新されてないのではないかとのご指摘

にについて、担当の課長からコメントいたします。 

 

（山本外国人材担当課長） 

国際課外国人材担当課長の山本でございます。 

１月 23日、国が「総合的対応策」をとりまとめていて、日本語関係もいろいろ書かれていますが、本

文を見ても、かなり急にまとめたな、というところもありまして、施策が今後どうなっていくか、衆院

選後の状況を見て考えていくということが１つございます。 

平田先生には日本語の会議の方にもご参加いただいておりまして、そちらの方でも、オンラインです

とか本道の広域であるところ、どうしていくかというところが、話題には出ていて、ちょっとまだ出口

が見えているところはないのですけれども、外国人の方々がどんどん増えてきて、必要なところで増え

てきて、それぞれの顔の見える範囲では、結構うまくやっている中で、道外の方とか、その中に入って

ない方がいろいろ言っているのも、また一方であるのかな、と。 

本日の道新にも出ていましたけど、私も年前のトマムでのイベントに行ってきまして、昔ながらの北

海道の地域の、親も含めた全体としてのつながりがあって、こういうところが１ついいところで、中標

津の日本語学校とか、地域の温かさに触れた方が、どんなに都会に行っても毎年のように帰ってきて、

お祭りに参加してくれるような話もあって。 

やっぱり人と人なので、日本語ができることで、コミュニケーションが出来、そこが人と人との信頼

になるものと思っています。我々が英語が出来て、コミュニケーションが出来ればそれはそれでいいと

思うのですけれど、それもなかなか難しいので、当然、英語の勉強も大事でしょうけれど、日本語をい
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かにできるようにしていくかというのが非常に大事なところだと思っています。 

日本語教育の会議の中に中川所長にも入っていただいていますけれど、今後ですね、ちょっと現状で

はまだ見えていないのですが、広域的なところで対応していく方法を皆さんの意見を聞きながら進めて

いければなということで、ちょっと息が長いところになるかもしれないのですけれども、このグローバ

ル戦略のもとでも、私どもも考えていきたいと思っております。 

 

（齊藤国際企画担当課長） 

 ご指摘もございました北海道で働き、定着していただくことに向けて、戦略に基づいて取組を進めて

いく中で、具体化していくところかと思います。今後の有識者会議において、ご意見をいただければと

思います。 

 また、エビデンスの部分については、今回、モニタリング数値を新たに設定することとしております

ので、実効性を伴うよう、専門の分野の方々と相談しながらという、ご示唆を踏まえて、この有識者会

議の場も活用しながら進めさせていただければと思います。 

皆様から本件原案（事務局案）及びそれぞれの分野の業界の状況につきまして、ご意見いただきまし

た。 

 どうもありがとうございます。本案につきましては、本日の会議でのご意見、また、今後の国政や国

際情勢の動きも予断を許さないところでございます。そういった状況を踏まえまして、第１回定例道議

会に案として報告したいと思います。ありがとうございます。 

続きまして、最後、「第３ その他情報共有」というところに進みたいと思ってございます。 

 JICA北海道の中川所長から、直近の事業予定についてご紹介の方いただけるということで、資料の方

も配付してございます。中川所長よろしくお願いいたします。 

 

（中川氏） 

 簡単に、資料５でお配りしていただいていますけども、戦略にも国際交流の場として記載されている

帯広の森の交流館と、別途、JICA帯広の方で、十勝インターナショナル協会と共催でこのインターナシ

ョナルフェスタを開催いたします。 

 あと２月 15 日は、北海道に後援をいただいておりますけれども、JICA 札幌で、海外協力隊の帰国報

告会をいたします。 

 そして今ホームページは準備中ですけども、JICAの海外協力隊は年２回募集していますが、今度春募

集がはじまります。２月 28 日の土曜日、北海道庁赤レンガ庁舎を皮切りに北海道内でも説明会を開催

していきますので、北海道庁ホームページでも広報していただけると幸いです。以上です。 

 

（齊藤国際企画担当課長） 

ありがとうございました。 

それでは、本日の議事でございますけれども、以上とさせていただきたいと思います。 

本日の議事概要につきましては過去の有識者会議と同様、道のホームページに公開をさせていただく

こととしてございます。 

こちらにつきましては後日皆様に確認の方をさせていただきたいと思いますので、ご協力の方よろし

くお願いいたします。 
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最後に、国際企画担当局長の堀内からご挨拶の方をさせていただければと思います。 

 

（堀内国際企画担当局長） 

 長時間にわたりましてですね、お時間をちょうだいしまして、本当にありがとうございました。それ

ぞれご専門の立場から様々な包括的なご意見をいただきました。 

 特に印象的だったご意見としましては、外国人材の確保、受入れは不可欠であるという中においてで

すね、共生の重要性、これは損なわぬようにとご意見がありました。生活、働く人への北海道の魅力の

発信、日本語教育のイメージを更新していく必要があるんじゃないかですとか。輸出とインバウンドと

の連動の大切さ、重要性。政局を注視してエビデンスに基づく柔軟な見直し、円安など幅広い意味での

リスクマネジメント、こういった記載についての貴重なご意見をいただきました点、改めて感謝申し上

げたいと思います。 

 本戦略の策定に関して、皆様にご議論いただく会議としては、今回が一旦の区切りとなります。 

 今年度これまで４回の会議はもとより、会議の前後に皆様から様々なご意見、アドバイスをいただい

て、本案を取りまとめることができました。 

 本当に心から感謝申し上げたいと思います。 

 本日も話題に出ましたけれども、国の外国人政策、今回の選挙の結果によるところもあると思います

けれども、先行きを見通して本当に厳しい状況にあるということだと思います。 

 こうした中にあって道としては、こういった状況を的確にとらえまして、この案に掲げためざす姿の

実現に向けて、私ども地域と、世界と向き合って有識者の皆様にもご意見を伺いながら、今般の戦略の

施策の方向性に沿った取組を着実に推進していくということが何よりも重要であると考えてございま

す。 

 引き続き、有識者の皆様には、それぞれのご専門はもとより、俯瞰的な観点からご助言いただければ

なと思っておりますので、今後ともご協力をよろしくお願い申し上げまして、私の挨拶とさせていただ

きます。本日は本当にありがとうございました。 

 

（齊藤国際企画担当課長） 

 以上で議事は終了となります。 

 本日は、長時間に渡りまして大変貴重なご意見をたくさんいただきましたこと改めて感謝申し上げた

いと思います。 

 

（以上） 


